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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第７部門第４区分
【発行日】平成30年12月20日(2018.12.20)

【公開番号】特開2018-7479(P2018-7479A)
【公開日】平成30年1月11日(2018.1.11)
【年通号数】公開・登録公報2018-001
【出願番号】特願2016-134005(P2016-134005)
【国際特許分類】
   Ｈ０２Ｊ   7/00     (2006.01)
   Ｈ０１Ｍ  10/44     (2006.01)
   Ｈ０１Ｍ  10/48     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｈ０２Ｊ    7/00     　　　Ｋ
   Ｈ０２Ｊ    7/00     　　　Ｂ
   Ｈ０１Ｍ   10/44     　　　Ｐ
   Ｈ０１Ｍ   10/48     　　　Ｐ
   Ｈ０１Ｍ   10/48     ３０１　

【手続補正書】
【提出日】平成30年11月6日(2018.11.6)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の蓄電手段（１２，１３）と、
　前記各蓄電手段に通じる電気経路に設けられた複数のスイッチ手段（２１～２５）を含
み、前記複数の蓄電手段について互いに並列接続された並列状態と互いに直列接続された
直列状態とを切り替える切替部と、
を備え、前記複数の蓄電手段は、前記直列状態で低電圧系の低電圧負荷（１４）に正極側
が接続される第１蓄電手段（１２）と、前記直列状態で高電圧系の高電圧負荷（１５，１
６）に正極側が接続される第２蓄電手段（１３）とを含んでいる電源システムに適用され
る電源制御装置（３０）であって、
　前記複数の蓄電手段の電気残容量をそれぞれ取得する容量取得部と、
　前記複数の蓄電手段が並列状態である場合に、前記容量取得部により取得した各蓄電手
段の電気残容量に基づいて、前記第１蓄電手段の電気残容量と前記第２蓄電手段の電気残
容量との差が所望量になるように、前記各蓄電手段に通じる電気経路に存在している抵抗
可変部の抵抗値を調整して前記蓄電手段ごとに充放電電流を制御する電流制御部と、
を備え、
　前記電流制御部は、前記複数の蓄電手段が並列状態である場合に、前記第１蓄電手段の
電気残容量が前記第２蓄電手段の電気残容量よりも大きくなるように、前記抵抗可変部の
抵抗値を調整する電源制御装置。
【請求項２】
　前記電流制御部は、前記複数の蓄電手段が並列状態であり、かつ前記低電圧負荷への電
力供給が行われる場合に、前記第１蓄電手段の通電経路における抵抗値を、前記第２蓄電
手段の通電経路における抵抗値よりも相対的に大きくして、前記各蓄電手段の放電電流を
制御する請求項１に記載の電源制御装置。
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【請求項３】
　前記複数の蓄電手段に対して発電電力を供給する発電手段（１６）を備える電源システ
ムに適用され、
　前記電流制御部は、前記複数の蓄電手段が並列状態であり、かつ前記発電手段の発電が
行われる場合に、前記第２蓄電手段の通電経路における抵抗値を、前記第１蓄電手段の通
電経路における抵抗値よりも相対的に大きくして、前記各蓄電手段の充電電流を制御する
請求項１又は２に記載の電源制御装置。
【請求項４】
　前記複数の蓄電手段の全てが、充電状態及び放電状態のうちいずれか同じ状態になって
いることを判定する状態判定部を備え、
　前記電流制御部は、前記複数の蓄電手段の全てが充電状態及び放電状態のいずれかであ
ると判定されたことを条件に、前記抵抗可変部の抵抗値の調整を実施する請求項１乃至３
のいずれか１項に記載の電源制御装置。
【請求項５】
　複数の蓄電手段（１２，１３）と、
　前記各蓄電手段に通じる電気経路に設けられた複数のスイッチ手段（２１～２５）を含
み、前記複数の蓄電手段について互いに並列接続された並列状態と互いに直列接続された
直列状態とを切り替える切替部と、
を備え、前記複数の蓄電手段は、前記直列状態で低電圧系の低電圧負荷（１４）に正極側
が接続される第１蓄電手段（１２）と、前記直列状態で高電圧系の高電圧負荷（１５，１
６）に正極側が接続される第２蓄電手段（１３）とを含んでいる電源システムに適用され
る電源制御装置（３０）であって、
　前記複数の蓄電手段の電気残容量をそれぞれ取得する容量取得部と、
　前記複数の蓄電手段が並列状態である場合に、前記容量取得部により取得した各蓄電手
段の電気残容量に基づいて、前記第１蓄電手段の電気残容量と前記第２蓄電手段の電気残
容量との差が所望量になるように、前記各蓄電手段に通じる電気経路に存在している抵抗
可変部の抵抗値を調整して前記蓄電手段ごとに充放電電流を制御する電流制御部と、
　前記複数の蓄電手段の全てが、充電状態及び放電状態のうちいずれか同じ状態になって
いることを判定する状態判定部と、
を備え、
　前記電流制御部は、前記複数の蓄電手段の全てが充電状態及び放電状態のいずれかであ
ると判定されたことを条件に、前記抵抗可変部の抵抗値の調整を実施する電源制御装置。
【請求項６】
　前記低電圧負荷の駆動状態に基づいて、前記第１蓄電手段の電気残容量と前記第２蓄電
手段の電気残容量との差の目標値を設定する目標設定部を備え、
　前記電流制御部は、前記複数の蓄電手段が並列状態である場合に、前記第１蓄電手段の
電気残容量と前記第２蓄電手段の電気残容量との差が前記目標値になるように、前記抵抗
可変部の抵抗値を調整して前記蓄電手段ごとに充放電電流を制御する請求項１乃至５のい
ずれか１項に記載の電源制御装置。
【請求項７】
　前記電流制御部は、前記複数の蓄電手段が並列接続された状態において、前記抵抗可変
部の抵抗値を大きくする側に変更することによって、前記蓄電手段の充放電電流を制御す
る請求項１乃至６のいずれか１項に記載の電源制御装置。
【請求項８】
　前記複数の蓄電手段の充放電電流をそれぞれ取得する電流取得部を備え、
　前記電流制御部は、前記複数の蓄電手段に流れる各充放電電流に基づいて、前記抵抗可
変部の抵抗値を設定する請求項１乃至７のいずれか１項に記載の電源制御装置。
【請求項９】
　前記複数の蓄電手段の状態を示すパラメータとして、前記並列状態又は前記直列状態で
の前記複数の蓄電手段の間の経路を含む通電経路に流れる電流の大きさに相関を持つ蓄電
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状態パラメータを取得するパラメータ取得部と、
　前記蓄電状態パラメータに基づいて、前記並列状態での前記通電経路において前記複数
の蓄電手段の間に存在している前記抵抗可変部（２２）の抵抗値、又は前記直列状態での
前記通電経路において前記複数の蓄電手段の間に存在している前記抵抗可変部（２５）の
抵抗値を調整する抵抗制御部と、
を備える請求項１乃至８のいずれか１項に記載の電源制御装置。
【請求項１０】
　前記切替部は、切り替え要求に応じて、前記複数の蓄電手段を直列状態と並列状態とで
切り替えるものであり、
　前記抵抗制御部は、前記切り替え要求により前記複数の蓄電手段が直列状態から並列状
態に切り替えられた後に、前記蓄電状態パラメータに基づく抵抗値調整を実施する請求項
９に記載の電源制御装置。
【請求項１１】
　前記切替部は、切り替え要求に応じて、前記複数の蓄電手段を直列状態と並列状態とで
切り替えるものであり、
　前記抵抗制御部は、前記切り替え要求により前記複数の蓄電手段が並列状態から直列状
態に切り替えられた後に、前記蓄電状態パラメータに基づく抵抗値調整を実施する請求項
９又は１０に記載の電源制御装置。
【請求項１２】
　前記パラメータ取得部は、前記蓄電状態パラメータとして、前記複数の蓄電手段の少な
くともいずれかにおいて充放電電流、端子電圧、電気残容量の少なくとも１つを取得し、
　前記抵抗制御部は、前記パラメータ取得部による取得結果に基づいて抵抗値調整を実施
する請求項９乃至１１のいずれか１項に記載の電源制御装置。
【請求項１３】
　前記パラメータ取得部は、前記蓄電状態パラメータとして、前記複数の蓄電手段の少な
くともいずれかの温度を取得し、
　前記抵抗制御部は、前記パラメータ取得部による取得結果に基づいて抵抗値調整を実施
する請求項９乃至１２のいずれか１項に記載の電源制御装置。
【請求項１４】
　前記抵抗可変部は、半導体スイッチング素子により構成されており、
　前記電流制御部は、前記半導体スイッチング素子のオン状態での抵抗値を調整するもの
である請求項１乃至１３のいずれか１項に記載の電源制御装置。
【請求項１５】
　前記電流制御部は、前記複数の蓄電手段が並列状態である場合に、前記スイッチ手段を
前記抵抗可変部として用い、そのスイッチ手段の抵抗値を調整して前記蓄電手段ごとに充
放電電流を制御する請求項１乃至１３のいずれか１項に記載の電源制御装置。
【請求項１６】
　前記スイッチ手段は、半導体スイッチング素子により構成されており、
　前記電流制御部は、前記半導体スイッチング素子のオン状態での抵抗値を調整するもの
である請求項１５に記載の電源制御装置。
【請求項１７】
　前記電流制御部は、デジタルアナログ制御又はＰＷＭ制御により前記半導体スイッチン
グ素子の抵抗値を調整する請求項１４又は１６に記載の電源制御装置。
【請求項１８】
　前記複数の蓄電手段における前記電気残容量の差分が所定範囲に入っているか否かを判
定する判定部と、
　前記複数の蓄電手段における前記電気残容量の差分が所定範囲に入っていると判定され
た場合に、前記複数の蓄電手段を前記並列状態から前記直列状態に移行させることを許可
する切替制御部と、
を備える請求項１乃至１７のいずれか１項に記載の電源制御装置。
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【請求項１９】
　請求項１乃至１８のいずれか１項に記載の電源制御装置と、
　前記複数の蓄電手段と、
　前記切替部と、
を備える電源システム。
【請求項２０】
　前記第１蓄電手段及び前記第２蓄電手段は、蓄電可能な最大蓄電量が相違するものであ
る請求項１９に記載の電源システム。
【請求項２１】
　前記電流制御部は、前記複数の蓄電手段が並列接続された状態である場合に、前記第１
蓄電手段の電気残容量が前記第２蓄電手段の電気残容量よりも大きくなるように、前記抵
抗可変部の抵抗値を調整し、
　前記第１蓄電手段において蓄電可能な最大蓄電量が、前記第２蓄電手段において蓄電可
能な最大蓄電量よりも多いものとなっている請求項１９に記載の電源システム。
【請求項２２】
　複数の蓄電手段（１２，１３）と、
　前記各蓄電手段に通じる電気経路に設けられた複数のスイッチ手段（２１～２５）を含
み、前記複数の蓄電手段について互いに並列接続された並列状態と互いに直列接続された
直列状態とを切り替える切替部と、
　電源制御装置（３０）と、
を備え、前記複数の蓄電手段は、前記直列状態で低電圧系の低電圧負荷（１４）に正極側
が接続される第１蓄電手段（１２）と、前記直列状態で高電圧系の高電圧負荷（１５，１
６）に正極側が接続される第２蓄電手段（１３）とを含んでいる電源システムであって、
　前記電源制御装置は、
　前記複数の蓄電手段の電気残容量をそれぞれ取得する容量取得部と、
　前記複数の蓄電手段が並列状態である場合に、前記容量取得部により取得した各蓄電手
段の電気残容量に基づいて、前記第１蓄電手段の電気残容量と前記第２蓄電手段の電気残
容量との差が所望量になるように、前記各蓄電手段に通じる電気経路に存在している抵抗
可変部の抵抗値を調整して前記蓄電手段ごとに充放電電流を制御する電流制御部と、
を備えており、
　前記電流制御部は、前記複数の蓄電手段が並列接続された状態である場合に、前記第１
蓄電手段の電気残容量が前記第２蓄電手段の電気残容量よりも大きくなるように、前記抵
抗可変部の抵抗値を調整し、
　前記第１蓄電手段において蓄電可能な最大蓄電量が、前記第２蓄電手段において蓄電可
能な最大蓄電量よりも多いものとなっている電源システム。
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